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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

34,698㎡
57,978㎡
61,851㎡

1971年 1943年 商業地域 500% 69%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（中央省庁・第１次出先機関、警察・防衛・矯正施設及び病院施設用）

　上記２のとおり、国会、官邸、他の中央省庁と近接している場所であることが必
要不可欠であると考える。

財務省本庁舎・中央合同庁舎第４号館

　財務省の任務は、健全な財政の確保、適正かつ公平な課税の実現、税関業務
の適正な運営、国庫の適正な管理、通貨に対する信頼の維持及び外国為替の
安定の確保等広範にわたっている。
　その具体的な事務は、予算の編成、租税の賦課徴収、国庫金の管理運用、財
政融資資金の管理運用、金融危機管理の企画・立案、国有財産の管理、国際金
融上の諸問題の処理等である。
　これらの事務は国の行政の中枢機能の一部を担うものであると考えている。
　また、中央合同庁舎第４号館は別紙のとおりの官庁が入居しており、その業務
は行政の中枢機能の一部を担うものと承知しているところ。

　上記の財務省の業務にかんがみれば、国の行政の中枢の一部を担っているこ
とから、国会、官邸、他の中央省庁と近接していることが必要不可欠であると考え
る。

○現財務省本庁舎の立地の経緯等庁舎の沿革については次のとおり。
・昭和９年６月建設を決定、昭和１８年７月完成。
・昭和２０年９月連合軍が庁舎を接収。
　（接収による分散後、昭和２１年４月から四谷仮庁舎（小学校）へ移転集合。）
・昭和３０年１２月、庁舎返還。昭和３１年３月四谷仮庁舎から庁舎へ復帰。

○現４号館庁舎の立地の経緯等庁舎の沿革については次のとおり。
・昭和４３年１２月着工
・昭和４６年　９月竣工
・昭和４６年１０月１日付で財務省大臣官房会計課長が国有財産法第５条の２の
規定に基づき、本庁舎の統一的管理財産にかかる管理者の指定を受ける。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

霞が関中央官衙地区にあるもの

　財務省本庁舎の建設時においては、当時の建設基準を満たしていたところであ
る。
　また、４号館の建設時においては、容積率制限の限度いっぱい利用するとの方
針がなく、竣工時の入居官庁の行政需要を満たすように整備がなされたところで
ある。
　いずれの庁舎についても、更なる有効利用を図る場合、極めて厳しい財政事情
の中、その費用について国民の理解を得ながら、どのように確保していくかなど
の問題点があると考えているところ。

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名

庁舎名等

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。
５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型

1



別　紙

１.業務・利用状況

階 入居官庁

12階 金融庁 事務室

内閣法制局 長官　次長　事務室

内閣府 事務室

内閣府 沖縄北方担当大臣　副大臣　大臣政務官　事務室

総務省 公害等調整委員会　事務室

９階 金融庁 金融担当大臣　副大臣　長官　事務室

８階 金融庁 事務室

７階 内閣府 科学技術政策担当大臣　総合科学技術会議　原子力委員会　事務室

６階 内閣府 原子力安全委員会　事務室

５階 内閣府 経済財政担当大臣　大臣政務官　事務室

内閣府 事務室

金融庁 証券取引等監視委員会　事務室

内閣府 事務室　電算室

国税庁 事務室　

財務省 電算室　貿易統計閲覧室

関東財務局 事務室　証券閲覧室

内閣府 事務室

財務省 庁舎管理室

２階

１階

中央合同庁舎第4号館

11階

10階

４階

３階
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

6,090㎡ 34,354㎡ 1977年 商業地域 700% 81%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（中央省庁・第１次出先機関、警察・防衛・矯正施設及び病院施設用）

　会計事務機械化のためのシステム・プログラム設計及び運用にあたっては、各
本省庁、日本銀行及び会計検査院との調整等が必要であること、また日本銀行
に対して現状ではオンライン処理によることができない小切手振出、国庫金振替
書及び支払指図書の交付や回線障害時のデータ媒体搬送等を行う場合もある
ことなどから、事務の効率性・実効性の観点から各本省庁、日本銀行及び会計
検査院の近郊に位置することが必要と考える。
　（注）当センターは、現在、PFI事業により整備が進められている九段第３合同
庁舎へ１９年度に移転する予定である（ADAMS及び歳入金電子納付システムが
２１年１月まで運用することから、当該期間は九段合同庁舎と併用することとして
いる。）。

九段合同庁舎（財務省会計センター）

　会計センターは、国の予算の執行過程における会計事務（予算・債権の管理、
履行の請求及び支出の実行等）の効率化などを目的とする官庁会計事務データ
通信システム（ＡＤＡＭＳ）及び各府省等の電子的な申請・届出等に伴う行政手数
料等の電子納付に対応する共同利用型システムである歳入金電子納付システ
ムの開発・運営等を行っている。
　（注）当センターは、現在、PFI事業により整備が進められている九段第３合同
庁舎へ１９年度に移転する予定である（ADAMS及び歳入金電子納付システムが
２１年１月まで運用することから、当該期間は九段合同庁舎と併用することとして
いる。）。

　電子情報処理組織による国の会計処理は、昭和５２年度の運用開始以降、大
蔵省所属官署のみを対象として実施されていたことから大蔵省の内部部局で処
理されてきたが、昭和６２年度から大蔵省以外の各省各庁の官署の一部にも逐
次拡大されることに伴い、大蔵省内部部局から独立した別の組織を設ける必要
性が生じたことにより昭和６２年６月に会計センターが設立された。
　会計事務機械化のためのシステム・プログラム設計及び運用にあたっては、各
本省庁、日本銀行及び会計検査院との調整等が必要であること、また日本銀行
に対して現状ではオンライン処理によることができない小切手振出、国庫金振替
書及び支払指図書の交付や回線障害時のデータ媒体搬送等を行う場合もある
ことなどから、事務の効率性・実効性の観点から各本省庁、日本銀行及び会計
検査院の近郊に位置することが必要である。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

霞が関中央官衙地区にないもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

類型

3



財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

6,090㎡ 34,354㎡ 1977年 商業地域 700% 81%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（中央省庁・第１次出先機関、警察・防衛・矯正施設及び病院施設用）

九段合同庁舎（財務省会計センター）

霞が関中央官衙地区にないもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

　現状の法定容積率に対する利用率は81％であり、有効に活用されていると考
えている。
　なお、九段第３合同庁舎の建設に際し、更なる有効活用を図るため、九段合同
庁舎及び九段第２合同庁舎の容積率を利用した連担建築物設計制度を活用し
ているところである。

　（※連担建築物設計制度：特例的に複数建築物を同一敷地内にあるものとみ
なして建築規制を適用する制度で、特定行政庁が、その位置及び構造が安全
上、防火上、衛生上支障がないと認める建築物については、同一敷地内にある
ものとみなして適用される制度。
　本件の場合は、九段合同庁舎の余剰容積率を九段第３号庁舎へ活用するもの
である。）

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

4



別　紙

１.業務・利用状況

階 入居官署

関東公安調査局 事務室
国家公務員共済組合
連合会 事務室

13階 関東公安調査局 事務室

12階 関東公安調査局 局長　部長　事務室

11階
国家公務員共済組合
連合会 事務室

10階
国家公務員共済組合
連合会 役員室　事務室
財務省
会計センター 研修室

総務省 事務室
国家公務員共済組合
連合会 事務室

８階 総務省 事務室　研修室

東京税関 事務室
財務省
会計センター 事務室

６階
財務省
会計センター 所長　次長　事務室

総務省 電算室
財務省
会計センター 電算室

４階
財務省
会計センター 電算室　
国家公務員共済組合
連合会 事務室　電算室
財務省
会計センター 事務室　

２階
国家公務員共済組合
連合会 事務室　

１階 財務省 庁舎管理室

14階

九段合同庁舎

３階

５階

７階

９階

5



財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

10,000㎡ 50,633㎡ 2001年 2000年 準工業地区 450% 113%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（中央省庁・第１次出先機関、警察・防衛・矯正施設及び病院施設用）

　外国貿易船等が出入りする開港、税関空港並びに保税蔵置場の近辺に庁舎
がないと税関への申請・申告に関する手続きの遅れや輸出入貨物の税関検査
に時間がかかるなど、適正かつ迅速な通関の確保ができなくなり、しいては円滑
な国際物流を阻害するとともに、不正薬物やけん銃等の水際での取締りにも重
大な支障を来すこととなる。

東京港湾合同庁舎

○　関税、とん税及び特別とん税並びに貨物割の賦課及び徴収に関すること。
○　関税に関する法令の規定による輸出入貨物、船舶、航空機及び旅客の取締
りに関すること。
○　保税制度の運営に関すること。
○　通関業の監督に関すること。
○　製造たばこの特定販売業、塩特定販売業及び特殊用塩特定販売業を営む
者の監督に関すること。
○　税関の所掌事務に関する外国為替の取引の管理及び調整に関すること。
○　金の輸出入の規制に関すること。
○　輸入貨物に対して内国消費税の賦課及び徴収に関すること。
○　外国為替及び外国貿易法 により、貨物の輸出又は輸入の取締りに関するこ
と。
○　輸出入取引法 により、貨物の輸出の取締りに関すること。

　税関へ申請・申告等に訪れる利用者の利便性及び前記１．の業務目的を達成
するためには、外国貿易を目的とする船舶や航空機が自由に出入りし、外国貨
物の積卸しを行う開港や税関空港並びに保税蔵置場に近い場所に庁舎が必要
である。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

霞が関中央官衙地区にないもの

　法定容積率に対する利用率が113％であり、有効利用している。

　東京港湾合同庁舎は、建築時点から税関の他６組織が入居しており集約化は
既にされていると考える。

　東京港湾合同庁舎は、建築年次が新しく、税関の他６組織が入居しており庁舎
の移転や集約化の必要はないと考える。

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名

庁舎名等

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型

6



財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

12,498㎡ 9,150㎡ 2001年 2001年
第二種住居専用
地域外

318% 23%

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

湯島地方合同庁舎

　本庁舎は、財務省関東財務局東京財務事務所（専用面積2,403㎡、238名）、経
済産業省関東経済産業局東京通商事務所（専用面積132㎡、11名）、農林水産
省関東農政局東京農政事務所（専用面積807㎡、42名）の３官署が入居してお
り、来庁者は、月間約4,500人〔１日当り平均約220人（約８割が東京財務事務
所）〕に及んでいる。
【各官署の業務内容】
①東京財務事務所
　財政（都内地方公共団体への資金貸付等）、国有財産（都内23区及び島しょに
所在する国有地の管理・処分、公務員合同宿舎の管理業務等）、金融・証券（都
内に本店を有する地方銀行、信用金庫、信用組合、証券会社、貸金業者等の監
督）に関する業務
②東京通商事務所
　輸出の許可・承認、輸入の承認・事前確認、関税割当に関する業務
③東京農政事務所
　食品産業の動向等の実態調査及び統計に関する業務

東京都を管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

　本庁舎は、国の行政機関の移転にかかる東京存置機関が入居する庁舎とし
て、築後30年を経過した元司法研修所を整備したものである。
　東京財務事務所が、現庁舎に存在することが不可欠というものではないが、主
に都内23区内に所在する国有財産の管理・処分業務及び大部分が中央区等都
心部に本店を有する金融・証券会社等を対象としており、これらの来庁者の利便
性を考えることが必要である。
　また、現庁舎は23区の中心に位置していないこと、交通アクセスも一番至近な
もので千代田線のみであり、来庁者等からみて不便をきたしていることから、行
政サービスの低下を招くことのないよう、交通の利便性が保たれる位置におく必
要があると考えている。
　

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

 東京財務事務所が、現庁舎に存在することが不可欠というものではないが、来
庁者の利便性を考える必要もあり、また、行政サービスの低下を招くことのない
よう、交通の利便が保たれることが必要であると考えている。

回答欄

7



財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

12,498㎡ 9,150㎡ 2001年 2001年
第二種住居専用
地域外

318% 23%

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

湯島地方合同庁舎

東京都を管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

回答欄

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

　本庁舎は、元司法研修所であった土地・建物を整備のうえ再利用したものであ
り、事務庁舎としては馴染まない部分が多い。
　また、元司法研修所ということから、敷地が広大であった。

　隣地に重要文化財である旧岩崎邸（文化庁所有）があり、景観を損なう高層化
は、周辺からの反発を招く恐れがあると考えられる。
　このため、現地での建物の高層化は難しいと考えられる。
　なお、来庁者の利便性を考えたうえで、別地での合築・集約化は可能と思われ
る。

　東京財務事務所は、主に都内23区内に所在する国有財産の管理・処分業務及
び大部分が中央区等都心部に本店を有する金融・証券会社等を対象としてお
り、これらの来庁者の利便性を考えることが必要である。
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

2,198㎡ 2,333㎡ 1966年 商業地域 500% 21%

　当出張所は、中央区の一部、江東区の一部、墨田区、足立区、葛飾区及び江
戸川区を管轄しており、保税地域58箇所、通関業者17社が所在している。
　税関へ申告、申請に訪れる利用者の利便性及び前記１．の業務目的を達成す
るためには外国貨物が積卸され、かつ、蔵置される場所の近辺に庁舎が必要で
ある。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

　外国貿易船等が出入りする開港並びに保税蔵置場の近辺に庁舎がないと税
関への申請・申告に関する手続きの遅れや輸出入貨物の税関検査に時間がか
かるなど、適正かつ迅速な通関の確保ができなくなり、しいては円滑な国際物流
を阻害するとともに、不正薬物やけん銃等の水際での取締りにも重大な支障を
来すこととなる。

回答欄

　築４０年と古く、建築当時は一般的に必要な規模の庁舎であったと思われる。

　前記３．のとおり、外国貨物が積卸される場所及び蔵置場所の近辺であれば、
合築は可能である。

　前記１．の業務目的を達成するために外国貨物が積卸される場所や蔵置場の
近辺であれば、合築は可能である。

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

東京税関晴海出張所

○　関税、とん税及び特別とん税並びに貨物割の賦課及び徴収に関すること。
○　関税に関する法令の規定による輸出入貨物の取締りに関すること。
○　保税制度の運営に関すること。
○　輸入貨物に対して内国消費税の賦課及び徴収に関すること。
○　外国為替及び外国貿易法 により、貨物の輸出又は輸入の取締りに関するこ
と。
○　輸出入取引法 により、貨物の輸出の取締りに関すること。

東京都の一部のみを管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

725㎡ 944㎡ 1992年 準工業地域 400% 33%

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

東京税関芝浦出張所

○　関税、とん税及び特別とん税並びに貨物割の賦課及び徴収に関すること。
○　関税に関する法令の規定による輸出入貨物の取締りに関すること。
○　保税制度の運営に関すること。
○　輸入貨物に対して内国消費税の賦課及び徴収に関すること。
○　外国為替及び外国貿易法 により、貨物の輸出又は輸入の取締りに関するこ
と。
○　輸出入取引法 により、貨物の輸出の取締りに関すること。

東京都の一部のみを管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

当出張所は、東京港連絡橋延伸道路建設に伴う都からの移転要請があり、庁舎
建築は、都が都有地に代替補償として建築し、その後、税関の財産となった。

　前記３．のとおり、外国貨物が積卸される場所及び蔵置場所の近辺であれば、
合築は可能である。

　前記１．の業務目的を達成するために外国貨物が積卸される場所や蔵置場の
近辺であれば、合築は可能である。

　当出張所は、品川区の一部、中央区の一部、港区の一部、台東区及び千代田
区を管轄し、保税地域51箇所、通関業者24社が所在している。
　税関へ申請・申告に訪れる利用者の利便性及び前記１．の業務目的を達成す
るためには外国貨物が積卸され、かつ、蔵置される場所の近辺に庁舎が必要で
ある。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

　外国貿易船等が出入りする開港並びに保税蔵置場の近辺に庁舎がないと税
関への申請・申告に関する手続きの遅れや輸出入貨物の税関検査に時間がか
かるなど、適正かつ迅速な通関の確保ができなくなり、しいては円滑な国際物流
を阻害するとともに、不正薬物やけん銃等の水際での取締りにも重大な支障を
来すこととなる。

回答欄
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

5,418㎡ 2004年 2003年

　当該コンテナ検査センターは、コンテナ貨物を開披することなくX線検査を行い、
国際物流の効率化に寄与するために設置された施設である。
　迅速な通関業務を行い国際物流の効率化及び水際取締りに貢献するために
は、京浜港内コンテナ埠頭に隣接した場所が最適と考える。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

　前記１．及び２．の観点から現在の場所から移転すると国際物流の効率化及び
水際取締りに支障をきたす恐れがある。

回答欄

敷地　１９，９３４㎡は東京都の所有である。

　大型Ｘ線検査装置及び検査施設の移設については、機器本体とそれらを収容
する防爆施設及び検査施設の解体と再設置が必要となり、多額の費用を要する
こと。また、大型のコンテナ車両が頻繁に出入りし、場内での移動が多いことから
合築や集約化した場合、職員の安全面に問題がある。

　当該庁舎は建築年次が新しいことから新たに多額の費用をかけて移転するこ
とは問題である。

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

東京税関コンテナ検査センター

○　関税に関する法令の規定による輸出入貨物の取締りに関すること。
○　外国為替及び外国貿易法 により、貨物の輸出又は輸入の取締りに関するこ
と。
○　輸出入取引法 により、貨物の輸出の取締りに関すること。

　上記業務を行うため、大型Ｘ線検査装置を使用して輸出入コンテナ貨物の検査
を行っている。

東京都の一部のみを管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

7,943㎡ 4,181㎡ 1972年 準工業地域 300% 18%

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

東京税関大井出張所

○　関税、とん税及び特別とん税並びに貨物割の賦課及び徴収に関すること。
○　関税に関する法令の規定による輸出入貨物の取締りに関すること。
○　保税制度の運営に関すること。
○　輸入貨物に対して内国消費税の賦課及び徴収に関すること。
○　外国為替及び外国貿易法 により、貨物の輸出又は輸入の取締りに関するこ
と。
○　輸出入取引法 により、貨物の輸出の取締りに関すること。

東京都の一部のみを管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

　築３４年と古く、建築当時は一般的に必要な規模の庁舎であったと思われる。

　前記３．のとおり、外国貨物が積卸される場所及び蔵置場所の近辺であれば、
合築は可能である。

　前記１．の業務目的を達成するために外国貨物が積卸される場所や蔵置場の
近辺であれば、合築は可能である。

　当出張所は、品川区の一部及び大田区を管轄しており、保税地域169箇所、通
関業者154社が所在している。
　税関に申請・申告に訪れる利用者の利便性及び前記１．の業務目的を達成す
るためには外国貨物が積卸され、かつ、蔵置される場所の近辺に庁舎が必要で
ある。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

　外国貿易船等が出入りする開港並びに保税蔵置場の近辺に庁舎がないと税
関への申請・申告に関する手続きの遅れや輸出入貨物の税関検査に時間がか
かるなど、適正かつ迅速な通関の確保ができなくなり、しいては円滑な国際物流
を阻害するとともに、不正薬物やけん銃等の水際での取締りにも重大な支障を
来すこととなる。

回答欄
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

3,948㎡ 1998年 準工業地域 200% 1%

　当出張所は、東京国際空港を管轄しており、利用者の利便のため及び前記１．
の業務目的を達成するためには、外国貿易機が出入りする税関空港内に庁舎
が必要である。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

　税関空港において積卸しされる貨物は、引き取りや発送に急を要する貨物が
多く、空港内に庁舎がないと、税関への申告に関する手続きの遅れや税関検査
に時間がかかるなど、適正かつ迅速な通関の確保ができなくなり、しいては円滑
な国際物流を阻害するとともに、不正薬物やけん銃等の水際での取締りにも重
大な支障を来すこととなる。また、旅客手荷物においては、航空機と出発又は到
着口の間の旅客動線上に税関検査場を設けることにより、旅客の円滑な流れの
中での効率的な通関手続き及び税関検査が可能となり、利用者の利便性を図る
上で必要不可欠な施設である。

回答欄

税関業務に必要な敷地４，４５１．７６㎡を東京航空局から使用承認されている。

利用者の利便性から、税関空港内に庁舎は必要である。

　羽田空港再拡張に合わせて空港内の別の場所に2009年度移転する予定であ
る。

６．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

２．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

３．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票
（第２次出先機関及び空港施設用）

新国際線旅客ターミナルビル

○　関税、とん税及び特別とん税並びに貨物割の賦課及び徴収に関すること。
○　関税に関する法令の規定による輸出入貨物、航空機及び旅客の取締りに関
すること。
○　保税制度の運営に関すること。
○　輸入貨物に対して内国消費税の賦課及び徴収に関すること。
○　外国為替及び外国貿易法 により、貨物の輸出又は輸入の取締りに関するこ
と。
○　輸出入取引法 により、貨物の輸出の取締りに関すること。

東京都の一部のみを管轄区域とするもの

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

670㎡
第二種住居地

域
400%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

利用状況等を勘案して、存否の必要性について検討中。

青山宿泊所

共済組合員及びその被扶養者の福利厚生のため、宿泊施設として共済組合が運
営している。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとし
た場合、問題がある
か。どのような条件の
下であれば可能か。）

分室・会議室・研修所等

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名　　  

庁舎名等　　

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

10,813㎡ 15,059㎡ 1974年 1967年 第二種住居地域 300% 46%

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

  財務総合政策研究所研修部で実施する研修は、新規に採用された職員に対する採
用時研修のほか、現に第一線で勤務している職員に対して、社会の変化に即応しう
るよう、必要とされる研修を年間を通して実施しており、研修期間1月以上の長期研修
から1週間程度の短期研修まで合わせた研修人員は年間約1,600人(18年度見込み）
となっている。本研修は、職務の遂行に必要な知識、応用能力等を授けるとともに、
公務員としての人格識見を高めることにより、行政の質的向上に資することを目的と
しており、効果及び効率性を高めるために本省及び全国の財務局から研修生を一堂
に集め実施しているところであり、本研修施設は必要不可欠である。
 
　会計センター研修部で実施する研修は、昭和25年に会計検査院長より内閣総理大
臣及び大蔵大臣に「会計事務職員の資質の向上に関する件」として会計事務職員の
資質向上に関する改善意見が表示され、それまで内部で実施していた研修を各府省
等、都道府県、政府関係機関において国の会計事務に従事する者に対象を広げ、必
要とされる研修を年間を通して実施しており、研修期間3月以上の長期研修から1週
間程度の短期研修まで合わせた研修人員は年間630人(18年度見込み)となってい
る。本研修では、会計事務の職務遂行に必要な知識、応用能力等を授けるとともに、
公務員としての人格識見を高めることにより、行政の質的向上に資することを目的と
しており、研修を効率的かつ実効性の高いものとするために、全国の各府省等の出
先機関を含め、都道府県、政府関係機関から研修生を一堂に集め実施しているとこ
ろであり、本研修施設は必要不可欠である。
　
　上記のことから、本研修施設を廃止するとした場合には、行政の質的向上が図られ
なくなることから、廃止することは適切な対応とは言えない。

財務本省研修所

　財務本省研修所は財務総合政策研究所研修部及び会計センター研修部におい
て、施設の効率的な利用の観点から、共同で利用しており、それぞれの目的に則った
研修を実施しているところである。
　
  財務総合政策研究所研修部では、本省及び財務局の職員（沖縄総合事務局財務
部の職員を含む。）に対し、本省及び財務局の所掌事務に従事するために必要な研
修を実施している。
　
  会計センター研修部では、国の会計事務に従事する職員（政府関係機関の職員を
含む。）に対し、予算決算及び会計事務に関する必要な知識を修得させ、会計事務職
員としての資質の向上を図ることを目的として研修を実施している。

　平成１７年度の両研修部における研修施設・宿泊施設の利用状況は以下のとおり
である。
　　１．研修施設　　研修可能日（平日）　２４４日　　研修実施日　２０４日
                    　　 研修数　６５コース
　　２．宿泊施設　　１３８部屋　　延べ宿泊者３２，３５０人日

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとした
場合、問題があるか。
どのような条件の下で
あれば可能か。）

分室・会議室・研修所等
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

10,813㎡ 15,059㎡ 1974年 1967年 第二種住居地域 300% 46%

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

財務本省研修所

分室・会議室・研修所等

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

　現在地の制約条件としては、第二種住居地域で建ぺい率が60％となっていることか
ら、敷地面積10,813㎡のうち実際に利用可能な敷地面積は約6,488㎡である。それに
対し、現在の使用面積は庁舎及び寄宿舎等の面積が4,085㎡となっており、利用可能
面積の約63％を利用している。
　また、このほか1,430㎡については、長期の研修生のための運動施設として利用し
ている。
　以上のことから、本敷地の利用については、現時点においても有効活用しているも
のと認識している。

　本省から近接した位置であること、現在と同規模の庁舎及び寄宿舎等が確保され
ることが不可欠の条件であると考えられる。

  上記のとおり、現在地からの移転により交通の利便性が悪化する場合、外部講師・
内部講師とも、その確保が困難になること、特に本省講師については緊急用務(国会
対応など)における対応が不可能になることからより確保が困難になる。
　また、本省及び各府省等の研修生は、緊急時に業務に戻ることが不可能になり、研
修への参加自体が困難となる。
　よって、交通の利便性が高いこと、本省等に近いといった不可欠の条件が必要であ
る。

　仮に、現在地から止むを得ず遠隔地へ移転した場合には、研修生が全員、寄宿舎
生となることが想定され、寄宿舎設備を大幅に拡充する追加費用が発生することとな
る。

　財務総合政策研究所の研修は、財務局の実務に直結した研修が中心であることか
ら、その講師は財務本省等の職員が中心となって務めているが、これらの講師は多
忙な業務の合間を縫って対応しているところであり、国会対応等の緊急業務が生じた
際のことも考慮すれば本省に近いことが必須の条件であり、これが確保されなけれ
ば、研修自体が成り立たなくなる。
　また、本省職員が研修生の場合の、緊急時における業務対応を考慮すれば、同じく
本省に近いことが必須である。
　
　会計センター研修部で実施する研修講師については、都内近郊の大学講師、民間
企業、本省職員などから構成されており、業務の合間を縫って研修講師を依頼してお
り、交通機関の利便性が高いことが必須であるとともに、本省職員が講師の場合に
は、国会対応等による緊急業務が生じた際のことも考慮すると本省に近いことも必須
の条件である。
  また、中央省庁等の研修生の場合には、厳しい定員事情の中で研修に参加してい
るところであり、緊急時における業務対応を考慮すれば、同じく中央省庁等に近いこ
とが必須である。
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　財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

10,828㎡ 14,704㎡ 1993年 1993年
第一種中高層
住居専用地域

300% 45%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

・当該施設は、各国首脳を迎えての相当規模の国際会議等に対応できる会議施設とし
て、各省庁より広く頻繁に利用されており、行政の円滑な遂行に不可欠な施設になってい
る。
・特に、国際会議を行う施設としては、我が国の国際的地位に相応しく、外国要人に対す
る儀礼に適った品格、機能及び規模を備えた施設が欠かせないが、当該施設はこのよう
な条件を満たす数少ない国の会議施設の一つである。
・仮に当該施設を廃止するとすれば、年間１４０件に及ぶ国際会議を開催するための会場
として、上記の条件を満たす会議施設を別途安定的に調達する必要が生じる。

・当該施設は、上記３の立地条件を十分に満たす施設であり、これにより年間１４０件の
国際会議（全体としては６８２件の会議等）に対応することが可能になっている。
・仮に現在地から移転する場合には、品格、機能及び規模や立地条件（都心部）等の点
において、当該施設と同等の条件を備えた会議施設を別途安定的に確保する必要があ
る。

　三田共用会議所

・当該施設は、各国首脳を迎えての相当規模の国際会議等に対応できる全省庁共用の
会議施設として建設されたもので、国際会議等の会場として相応しい佇まいを有するとと
もに、様々な態様の会議に対応しうる施設、設備が備えられている。
・当該施設は、各省庁が主催する国際会議、式典のほか、審議会等の一般会議、研修、
講演等に使用されている。
・利用状況については、平成１７年度に開催された会議等は６８２件、うち国際会議が　１
４０件。利用人員は６０，３５６人。件数、人員ともに増加傾向にある。（参考：別紙・主な国
際会議）
・省庁別の利用状況は以下のとおりであり、特定の省庁に偏ることなく、各省庁により広く
使用されている。
①文科省９９件　②総務省８２件　③外務省６３件　④国交省６２件　⑤経産省５８件
⑥厚労省５７件　⑦環境省５１件　⑧財務省４１件　⑨農水省３６件　⑩警察庁２７件　等

・当該施設は、昭和２２～２３年に渋沢敬三氏（第５３代大蔵大臣）から財産税として物納
されたもので、その後、昭和３０年３月に「第一公邸（６省庁共用）」、昭和４８年１１月に
「三田共用会議所」へ名称変更の後、平成５年の建て替えを経て、平成１１年４月に全省
庁共用となって今日に至っている。
・各国首脳を迎えての相当規模の国際会議等を開催できる会議施設としては、少なくとも
①閣僚をはじめ各省庁幹部が、多忙な用務の中、国会や各省庁から短時間での移動が
可能であること．②都心部の宿泊施設や空港、各ターミナル等との移動が容易で、諸外
国や地方からの来訪者の利便性が高いこと等の立地条件を満たす必要がある。三田に
建設されている当該施設は、その条件を十分充足しているところである。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとし
た場合、問題がある
か。どのような条件の
下であれば可能か。）

　分室・会議室・研修所等

調査項目

省庁名

庁舎名等

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

類型
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　財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

10,828㎡ 14,704㎡ 1993年 1993年
第一種中高層
住居専用地域

300% 45%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

　三田共用会議所

　分室・会議室・研修所等

調査項目

省庁名

庁舎名等

類型

・平成５年の建て替えに際しては、各国首脳を迎えての相当規模の国際会議に対応でき
る施設とすることを主目的に、需要予測のみならず、歴史性・国際性豊かな周辺環境へ
の配慮、震災時の広域避難場所に指定されていること、更には周辺住民からの緑地の維
持、日照権の確保などの要望を総合的に勘案し、東京都建築審査会の許可を得て建設
されたものである。
・当該施設の利用状況については、上記１のとおり、平成１７年度は、全体で６８２件の会
議等が開催され、うち国際会議が１４０件。利用人員は６０，３５６人。当該施設利用の件
数、人員とも増加傾向にあり、全省庁に広く活用されている。

・当該施設の有効活用の観点から「合築」することとすれば、建築費用の調達はもとより、
上記５のように、緑地の維持、日照権の確保の問題など、改めて周辺住民との調整が必
要になる。
・年間１４０件の国際会議が開催され、今後増加が見込まれる中、「集約化」によって、こ
れまで他の会議施設で行われていた会議等を当該施設で行うことになれば、会議室等の
施設や諸設備を更に効率的に運用することにより、当該施設の一層の有効活用が図ら
れると考える。なお、その場合には、当該施設が手狭になるなどの混乱を招いたり、国際
会議の円滑な開催に制約を生じることがないよう留意する必要がある。
・なお、当該施設は、平成５年に建て替えられたもので、築後１３年しか経過していないこ
とにも留意する必要がある。

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。
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（別紙）

○主な国際会議
平成17年度
開催月日 省　庁　名

4月11日 日ベトナム二国間交渉 外務省

4月26日 日米中をめぐる航空市場の将来展望についての研究会 国土交通省

5月20日 カテゴリー評価にかかるシンポジウム 厚生労働省

5月24日 ＊ チェコ科学技術デー 文部科学省

6月8日 ＊ 日蘭シンポジュウム｢水との共生～様々なアプローチ」 国土交通省

6月23・24日 ベトナム財務省とのワークショップ 財務省

7月8日 東京「新雇用戦略フォーラム」 厚生労働省

7月28日 日中韓電気通信サービスフォーラム 総務省

8月2・3日 第１５回日豪植物検疫定期協議 農林水産省

8月31日 治安問題に関する日韓会議 外務省

9月5～7日 ISO/TMB第1回リスクマネージメントＷＧ 経済産業省

10月11日 日インドネシア経済連携協定締結交渉第2回会合 外務省

10月21日 日EU・ＩＣTシンポジウム 総務省

11月9日 日中農産物貿易協議会 農林水産省

11月16～18日 アジア地域サイバー犯罪捜査技術会議 警察庁

11月21日 ＊ バーゼル条約ワークショップ 環境省

12月1日 日韓二国間協議 経済産業省

12月5・6日 安全な社会のための科学技術に関するワークショップ 文部科学省

1月19・20日 第4回アジアンフォーラム 国土交通省

1月23・24日 日中韓科学技術政策研究機関セミナー 文部科学省

1月26・27日 ＊ 第5回ODA評価東京ワークショップ 外務省

2月7日 第11回アジア・太平洋薬物取締会議 警察庁

2月24日 ＊ 第4回小児等の環境保健に関する国際シンポジウム 環境省

2月28・3月1日 ＊ 20ヶ国財務大臣・中央銀行総裁会議（Ｇ20）ワークショップ 財務省

3月10日 ＊ 日印シンポジウム 外務省

（参考）平成18年4月～9月

開催月日 省　庁　名

4月3日 インターネット捜査研修 警察庁

5月17日 東シナ海等に関する日中協議 外務省

5月29・30日 ＊ 開発経済に関する世界銀行年次会合（ＡＢＣＤＥ会合） 財務省

6月13日 ＊ 脱温暖化２０５０研究国際シンポジュウム 環境省

6月16日 ＊ 日本・中米フォーラム 外務省

７月19日 日英ＩＣＴシンポジウム「～次世代ＩＰネットワーク時代の情報通信ビジネス～」 総務省

8月3・4日 ヒートアイランド対策国際ワークショップ 国土交通省

8月24日 日豪協議 外務省

9月12日 船舶の解撤（シップリサイクル）に関するセミナー 国土交通省

9月27・28日 アジア太平洋パートナーシップ鉄鋼タスクフォース　ワークショップ 経済産業省

（注） *　印は閣僚級が出席した会議

会　　　議　　　名

会          　　　    議          　　　    名
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

1,017㎡ 1,272㎡ 1984年 1972年
第１種中高層住
居専用地域

300% 42%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

　
同上。

平成18年6月6日に用途廃止済。
分室としての移転計画はなし。

関東財務局分室

　昭和47年９月から会議・研修及び宿泊施設として利用していたものの、平成12年
に本局が千代田区大手町からさいたま市に移転後、分室としての利用が大幅に
減少し、分室業務を存続させる必要性が薄れたことから、平成17年3月末をもって
施設の運営を廃止した。その後、平成18年6月6日付で行政財産としての用途を廃
止し、普通財産として関東財務局長から関東財務局東京財務事務所長へ引継ぎ
を了し、今後処分予定となっている。

　本施設は、昭和46年8月に老朽化した芝職員宿舎(港区芝公園１号地　1-3)の代
替宿舎用地として、特定国有財産整備計画として取得した。その後、「宿舎」から
「庁舎」への用途変更手続きを行い、昭和47年9月、関東財務局及び財務省総合
政策研究所関東財務局支所が開催する研修、会議及び研修等の宿泊に供するこ
とを目的に開設された。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとし
た場合、問題がある
か。どのような条件の
下であれば可能か。）

分室・会議室・研修所等

平成18年6月6日に用途廃止済。

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名

庁舎名等

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

1,106㎡ 1,226㎡ 1973年
第一種住居地
域

240% 46%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

　上記のとおり長期研修等宿泊施設として使用しており、当該期間中、研修場所
である東京税関本関等へ出向くことが可能な場所で研修生が安心して利用でき
る東京税関分室の存続は必要不可欠である。

　移転は可能であるが、研修実施場所が都内であることから、研修宿泊施設とし
て立地条件的に便利な場所、例えば研修場所の東京税関本関等がある港頭地
区などが望ましい。

東京税関分室

　各種研修等長期の研修を実施している中で遠隔官署(新潟、酒田、成田地区等)
に勤務する職員が研修を受講する際に、宿泊施設として利用している。また、東
京税関は全国の各種センター機能を有していることから、他税関からの研修出張
や業務出張が多く、その際の宿泊施設として利用している。
 平成17年度宿泊実績は、14部屋、延べ宿泊者838人である。

（立地の経緯）
 昭和26年に建築された大蔵省会計研修所を昭和38年5月20日に大蔵省大臣官
房会計課より所属替され、用途を変更して宿舎に改造のうえ、独身寮として活用
していた。
 昭和48年に用途を変更して、現在の研修宿泊施設として利用している。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとし
た場合、問題がある
か。どのような条件の
下であれば可能か。）

分室・会議室・研修所等

築３３年と古く、建築当時は一般的に必要な規模の庁舎であったと思われる。

　研修宿泊施設として、宿泊に必要な部屋数及び施設の確保がなされれば、集約
化については特に問題はない。

　研修宿泊施設として立地条件的に便利な場所、例えば研修場所の東京税関本
関等がある港頭地区などが望ましい。

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名

庁舎名等

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

341㎡ 12㎡ 1977年
第1種中高層住居
専用地域

200% 2%

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

平成１９年度廃止予定
余剰地に立てられていた共済施設についても平成１８年度取りこわし予定

椎名町書庫

財務省本省における保存文書増加に対応するため、整備されたものである。１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとし
た場合、問題がある
か。どのような条件の
下であれば可能か。）

書庫・倉庫

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名

庁舎名等

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型
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財務省

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

７．その他（庁舎の移
転・集約化に関する意
見等）

調査項目

省庁名

庁舎名等

３．位置
（どのような位置にある
必要があるか。）

４．現在地から移転す
ることについて、問題
があるか。どのような
条件であれば可能か。

５．維持管理主体とし
て有効活用していると
考えているか。その理
由は何か。また、有効
活用できない制約条件
があるか。

６．有効活用の観点か
ら、合築や集約化する
ことについて、問題が
あるか。どのような条
件であれば可能か。

類型

別紙のとおり

回答欄

国有財産の有効活用・フォローアップ有識者会議
各省ヒアリング　調査票

（分室・会議室・研修所等、倉庫・書庫及びその他用）

業務遂行上、必要である。
早稲田、太子堂の車庫は緊急事態が生じた際に迅速に対応するため、特定車両
を配置し、当該車庫の近隣宿舎に運転手を居住させ車両運行させている。
西早稲田公務員宿舎、太子堂公務員宿舎が将来廃止されることから、当該車庫
についても廃止せざるを得ない。
本塩町第１については平成１８年度廃止。

車庫（早稲田、本塩町第１、太子堂）

早稲田、太子堂については、西早稲田公務員宿舎、太子堂公務員宿舎の敷地の
一部を公用車の車庫として使用しており、緊急参集対応を要する本省幹部等の
車両（以下「特定車両」という。）を配置し、全て恒常的に利用している。
本塩町第１については現在利用していない（平成１８年度廃止）。

１．業務・利用状況
（どのような業務が行
われているか。）

２．必要性
（業務遂行上、必要な
ものか。廃止するとし
た場合、問題がある
か。どのような条件の
下であれば可能か。）

その他
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（別　紙）

敷地面積 延面積
建築年次
（新）

建築年次
（古）

用途地域 容積率
法定容積率
に対する利用率

早 稲 田 189㎡ 99㎡ 2001年
第一種中高層住居
専用地域

160% 33%

本 塩 町 第 １ 386㎡ 242㎡ 1963年 第一種住居地域 240% 26%

太 子 堂 30㎡ 19㎡ 2006年 第一種住居地域外 267% 24%

車庫
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